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先生がいない、授業ができない これこそ「非常事態」 

■学年の先生 3分の 1が出勤できない、自習の手当ても難しい 

■もともと 2 名の「穴あき」のところに、オミクロン感染拡大で出勤できない先生がでて、自分の

クラスの授業＋オンラインしながら他のクラスの授業を同時に対応せざるを得なくなっている。

明らかに異常事態。 

■管理職も多忙を極め、土日返上で対応。職員にも限界超える負担で倒れかねない状態。そうなれ

ばさらに悪循環になることも心配されます。 

■全国で教師不足 2500人のニュースがあるが、実際にはもっと多いのではという実感。こんな状態

をなぜここまで放置していたのか、怒りを抑えることができない。 

 

 学校･保育関連施設の感染拡大が深刻です。子どもの感染が止まらない上、出勤できない先生が続

出。他の先生で授業を回さざるを得ず､異常な事態が広がっています。次々保健室にやってくる子ど

もの対応に追われる保健の先生からも「なんとか休校にならないの」と悲痛な声が起きています。 

これが「オミクロン株に対応した対策」？？？？？  

学校継続もとめても、出勤困難対策は？ 
 学校関連の感染拡大を問題視して、全国知事会が学校、保育関連のオミクロンに対応する明確な

対処方針を国に求めていました。政府の対策本部会議、文科省が打ち出した「オミクロン株に対応

した対策」の内容を見て現場からは、「今までと変わってない､とっくにやっていることばかり」「こ

れでオミクロン株に対応した対策と言えるのか」というような反応が出ています。 

 学校関係者への追加接種にさえ触れられていません(2/8 にやっと文科省が自治体に追加接種を

要請)。現場が一番直面している出勤困難への対応はふれることさえされていません 

 体調不良や発熱でも、PCR検査に 4・5日かかる、抗原検査キットも売っていない、教室は大人数

で間隔開けろと言われても、感染リスクの高い活動はしないといわれても決められた学習内容こな

さないといけない、40人近くいる狭い教室、学校に子どもが距離などとれるはずがありません。 

 多様な活動や学習課題を求められる上に、ましてや先生が足りない中でどうすればいいのでしょ

うか。 

今まで、一体何をしていたのか!!     少人数学級、教職員増         
同じ時期に文科省が「全国で 2500人の教員不足」の調査結果を公表していましたが､現場からは、

「年度初めだけの、実態とかけ離れた数字」「実態はもっと深刻」という声がどこからも聞かれます。

この常態化した「教員不足」の学校にオミクロン株の感染拡大がおそっています 

 コロナ感染状況は２年前の突然の「一斉休校」の時よりはるかに深刻です。文科省はその後一貫

して「一斉休校はしないと繰り返してきました。 

 しかし、政府は文科省の求める小中学校の３０人学級を拒否、教員増加も否定し続けてきました。

大阪府も独自の少人数学級を頭から否定し、枚方市も独自の少人数拡大に否定的です。保育所休園

問題も、保育所の保育定員引き下げ、職員数･人件費増の取り組みをおこなわず、逆に働く民営化･

民間委託ばかりに走ってきたツケです。 

 現在の第６波の感染拡大の問題をもたらしたのは、これらの状況を放置してきた政府や大阪府の

責任に他なりません。いつまで現場の負担と犠牲に頼る対応を続けるのでしょうか。 

授業時数弾力的対応、行事･課題の大幅削減を早急に                   

   研究授業、研修、調査報告・・・   市教委が出来ることはすぐに対応を 
 まさに現場は緊急事態、あり得ない現実に現場の教職員は毎日対応を迫られています。しかし、

そこに市教委からは様々なアンケート、詳細な報告が例年と同じように降りてきます、さらには濃

厚接触者の調査、ハイブリッド授業を受けた児童生徒数、給食費の返金報告、・・・。管理職も含め

て疲弊と混乱が続いています。「こんな時に、なぜハイブリッド授業を受けた人数報告しないといけ

ないのか？」との声も出ています。 

 このような中でも予定されている初任研などの研究授業、オンラインの研修。授業時数の確保に

追われ、小学校でも期末テストも予定されています。。あり得ない事態を、現場で必死に持ち堪える

先生たちにこの後、学級閉鎖、出勤困難の授業時数を取り戻すことを求めるのでしょうか。 

 市教委の段階で、出来ることはいくつもあるはずです､現場があり得ない事態に対応している時

に､市教委が出来ることはすぐに対応する必要があります。 

 文科省もコロナでの通知で、感染拡大で標準授業時数をした回っても規則違反ではない」「定期テ

ストは各学校で判断すること」と繰り返しています。 

 枚方教組も１／１８の緊急要請以来、授業時数の弾力化、市教委行事や課題の見直しを繰り返し

強く求めています。 

 ７日を最短５日とする待機期間の短縮にあたっても、妊婦、基礎疾患のある職員には求めないこ

と、検査キットの十分な手当、などとともにあらためて授業時数、業務などについても求めていま

す。 

10年前の枚方市の新型インフルエンザ行動計画 

   最大 4割の欠勤を想定して事前計画求める 
 2009 年に新型インフルエンザの感染拡大時に、厚生労働省の要請を受けて、当時の橋下知事が、

府下の学校に急遽 1週間の休校を要請して大きな混乱を引き起こしました。 

 これを教訓に、枚方市でも感染拡大時の「行動計画」が定められています。その中で、最大 25％

の住民が感染、従業者が 4 割出勤できない事態を想定。そのもとでも社会機能維持のために事業継

続を求める事業者に、必要不可欠な業務を優先にして事業を継続する「事業継続計画」の策定を求

めています。 

 市の本庁でも必要不可欠な業務を優先業務として明確にして、少ない職員で事業継続計画する計

画を定めています。 

 出勤困難が広がる中で、学校関係での対応は一体どうなっているのか。従来のほとんどの業務を

行いながら、学校を続けることが困難なのは明らかです。 
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大阪府第 6波でも対応の遅れ 

都道府県で際立つ死亡者数 
 第 4波で、医療機関にかかれずに自宅待機のまま亡くなる人が多く、問題となった大阪府ですが、

第 6波でも全国でも死亡者数が際立っています。 

 1/1～2/7 に大阪では 133 人となっており、愛知の 75 人、東京都の 60 人に比べ突出しています。 

 吉村知事はオミクロン株感染が広がりだしたころから、高齢者、基礎疾患のあるリスクの高い人

に医療資源を集中する、若い年代は自宅療養をと、感染が拡大すると次々と待機期間の短縮、保健

所の追跡の中止などを打ち出してきましたが、まん延防止などの措置には疑問を繰り返し表明、適

用にぎりぎりまで慎重でした。 

 松井大阪市長もオミクロン株の感染拡大は予想できたのにＵＳＪ成人式をおこない若者に感染拡

大につながっています。 

 しかし、リスクの高い人たちへの早い時期からの対応、把握ができていないことが原因ではない

かと医療関係者からも意見が出ています。 

 オミクロン株については「重症化しない」「カゼと同じ」という主張が多く、「重症化率」「死亡率」

が低いことが繰り返し取り上げられてきました。しかし、実際には重症者にくらべ死亡者が多いの

が特徴で、一日のコロナの死亡者数は第５波のピークを上回っています。 

 吉村知事、松井市長は正月からのマスコミへの異常な出演、一部メディアとの特別な関係をつく

り、注目を集める一方で、カジノ・ＩＲや万博を優先、「経済効果」に目を奪われて､保健所、医療

体制の強化、検査態勢の充実が不十分ではなかったのかと思わざるを得ません。 

文科省・第 6次学校図書整備計画公表    

専任･常勤の学校司書のさらなる配置拡大を 

文部科学省は１月２４日に第６次「学校図書館図書整備等５か年計画」（対象期間 2022～2026年）

を公表しました。この中で､標準的な蔵書数の整備、新聞の配置、学校司書の配置を進めるとともに､

そのための交付税を自治体に措置することが盛り込まれています。 

枚方教組も長年この整備計画に基づき市教委に学校司書の配置を求め続けてきた結果､現在全中

学校１９校に配置されていました。 

しかし小学校には中学校の司書が巡回する形がほとんどで、小学校には昨年度１名の府費職員、

今年度になって６名の司書が小学校に配置するとしていました。 

市教委も今年度の検証結果をもとに学校司書の効果的配置を検討、実施するとしています。 

文科省の第６次学校図書整備計画では１．３校につき１名の学校司書配置を打ち出し、交付税を

自治体に措置するとしています。 

読書離れが取り上げられる中で、子どもの学習や豊かな成長に重要な役割を果たす読書をすすめ

るため､学校司書の配置はきわめて重要です。図書の整備、子どもが読みたくなるような紹介、興味

を引きつける図書展示など、市教委もその大きな効果を取り上げています。 

しかし、交付税は使い道が特定されない財源のために、担当部署である市教委が意識的に強く予

算化のために動かなければ実現出来ず､他の支出に使われてしまします。 

そのために、文科省が「５カ年計画」を打ち出し、予算化を強く求めています。 

免許更新制廃止（今年 7／1以降に期限の教員から）、 
   教員個人の研修歴を管理する改正案を準備 

マスコミ報道などによると、教員免許更新制の廃止と新たな研修制度の整備に向け政府が法律の

改正案を準備しており、その概要が明らかになったとしています。 

免許更新制の廃止については有効期限や更新講習を廃止。今年７月１日以降に期限を迎える教員

については更新講習や､免許更新手続きが不要となるとされます。当初２０２２年度末に廃止として

いたのを、前倒しした形になります。 

一方、廃止後の新しい研修制度では、教育委員会が教員ごとに研修記録を作成。教育委員会が示

す内容に関する研修などを記録されることになりとしています。 

枚方教組・大教組の加わる全教（全日本教職員組合）は 12 月 23 日に文部科学省に緊急要請をお

こない、2022年度中の更新講習が不要なことを周知すること、2021年度末に執行した免許の扱いの

検討などを求め、2022年度末が期限の教員への負担軽減を求めていました。 

文科省からは、更新期限等、明らかになった段階で発信していきたい、免許状の有効期限や、失

効・休眠中の免許状の効力についても検討、調整の対象としていました。 

管理強化の新制度は不要です､免許更新制の即時廃止こそ現場は求めています。 

 

今週２/１３（日）大教組青年フェスタ 

 すぐれた実践は現場の先生に聞こう!! 
 

 


